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障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会

開催要綱

１．趣旨

障害者の就労支援は、雇用施策と福祉施策との連携の下、その取組を進め、進

展してきたが、雇用・福祉施策の双方で整理、対応していくべき課題も引き続き

存在している。

また、近年、技術革新や多様な働き方の普及など、障害者就労を取り巻く環境

も変化してきており、新たな支援ニーズも出てきている。さらに、新型コロナウ

イルス感染症への対応として、テレワークでの在宅勤務など、新たな生活様式の

定着を見据えた取組がみられ、ウィズ・ポストコロナ時代には、障害者就労の可

能性の拡がりが予想される。

これら課題や変化に対応し、障害者がより働きやすい社会を実現していくた

めには、雇用施策と福祉施策が引き続き連携し、対応策を探っていくことが必要

となる。本年９月には、厚生労働省内の「障害者雇用・福祉連携強化プロジェク

トチーム」において、障害者就労に係る雇用施策と福祉施策の連携強化について

中間報告を取りまとめたところである。

このため、本検討会は、この取りまとめ内容も踏まえつつ、雇用施策と福祉施

策の更なる連携強化に向け、必要な対応策のより具体的な検討の方向性を議論

することを目的として開催するものである。

２．主な検討事項

（１）効果的で、切れ目ない専門的支援体制の構築について

（２）技術革新や環境変化を踏まえた多様な就労支援ニーズへの対応について

（３）その他雇用施策と福祉施策の連携強化に関する事項について

３．構成員

構成員は、別紙のとおりとする。

４．その他

（１）本検討会は、厚生労働省大臣官房高齢・障害者雇用開発審議官及び社会・

援護局障害保健福祉部長が構成員の参集を求めて開催する。

（２）本検討会には、座長を置き、構成員の互選により選出する。座長は、本検

討会を統括する。

（３）本検討会には、座長代理を置くことができる。座長代理は、構成員から座

長が指名し、座長を補佐するとともに、座長に事故があるときには、その職

務を代行することとする。
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（４）本検討会は、必要に応じ、構成員以外の有識者等の出席を求めることがで

きる。

（５）本検討会の会議、資料及び議事録は、原則として公開とする。

ただし、座長は、公開することにより、個人の権利利益を害するおそれが

あると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、非公開とする

ことができる。この場合においては、少なくとも議事要旨を公開する。

（６）本検討会の庶務は、関係部局の協力を得て、厚生労働省職業安定局障害者

雇用対策課及び社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課において行う。

（７）この要綱に定めるもののほか、本検討会の開催に必要な事項は、座長が厚

生労働省大臣官房高齢・障害者雇用開発審議官及び社会・援護局障害保健福

祉部長と協議の上、これを定めるものとする。
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障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会
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佐賀県知事

オブザーバー：厚生労働省人材開発統括官付特別支援室

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

（五十音順・敬称略）

（別紙）
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今後のスケジュールについて（予定）

第１回（令和２年 11 月６日）

○ 検討会の開催について

○ 障害者雇用・福祉施策の現状について

○ 今後の検討会の進め方について

○ 意見交換

第２回（令和２年 11 月 17 日）

第３回（令和２年 12 月 11 日）

○ 関係団体からのヒアリング

＜ワーキンググループ開催＞

第４回（令和３年３月上旬頃）（予定）

※ ﾋｱﾘﾝｸﾞでの意見やﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

の検討状況を踏まえ、ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟと

並行して適宜開催

３つのﾃｰﾏ毎にﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを開催

各４回（令和２年 12 月～翌３月）

・ﾋｱﾘﾝｸﾞ等で出された意見について

・各ﾃｰﾏに沿って論点整理

・ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟとしての論点の取り

まとめ

第５回以降（令和３年４月～）

○ ヒアリング等で出された意見の整理

○ ワーキンググループで整理された論点にそって意見交換

令和３年６月頃を目途に取りまとめを予定
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